
岩国市の災害時要援護者対策



岩国市の概要
１ 地勢
市は、県最東端部に位置し市町村合併により市

域が拡大し、面積は871.62km2で、県内で最も大
きな市域面積を有しています。東南側は瀬戸内海
広島湾に臨み、北は島根県益田市、吉賀町、東は、
山口県和木町、広島県大竹市、廿日市市に接し、
西は周南市、南は柳井市、光市とそれぞれに接し
ている。西中国山地国定公園に源を発する錦川沿
川の山地山嶺地帯、錦川下流の三角州を中心とす
る平坦部等よりなっており、標高別にみると20m以
下が全市域の５％弱で山地部が多く、標高差は、
中心市街地部の２mから宇佐の県内最高峰の寂地
山1,337mとなっている。
合併に伴う可住地面積は、173.32 k㎡と拡大した

が、可住地面積割合は、19.9％と県の平均を8.7ポ
イント下回り、残る約80.1％は急峻な山林などで占
められており、地形的に厳しい条件下にあり、地形
の急峻さから常時、土砂災害の危険性を抱えてい
る。

２ 合併について
平成18年3月20日岩国市、由宇町、玖珂町、本

郷村、周東町、錦町、美川町、美和町の8市町村合
併し現在の岩国市になっている。（右マップでは旧
市町村は地域と表示。）
現在の人口規模は14万9835人、世帯数67,092

世帯となっている。 （平成20年11月現在）



災害時要援護者支援計画策定（Ｈ１８年度）

８市町村合併
（Ｈ１８．３）

台風14号被害

（Ｈ１７．９）

新たな岩国市地域防災計画
の策定段階で要援護者対策
を検討

計画に基づきマニュアル作成
岩国市川西地区増水状況

(下関市消防局撮影）



災害時要援護者避難支援マニュアル

(1)ねたきり高齢者・重度障害者

(2)その他の高齢者・障害者

(3)病弱者・難病患者・傷病者

(4)妊産婦

(5)乳幼児・遺児

(6)外国人

(7)観光旅行者
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護
者

災害時要援

護者の自宅

災害時要援

護者の自宅

市が開設する

避難場所に収容

市が開設する

避難場所に収容

避難勧告・指示の伝達

避難誘導

災害時要援護者を自宅から避難場所に安全に避難誘導することを念頭におき、市内に
避難勧告・避難指示が出されたときの活動フローを示す。



災害時要援護者を対象とする避難場所

要援護者向けの
避難所

（１８ヶ所）

要援護者向けの
避難所

（１８ヶ所）

避難所のうち、ベッドがあるなど災害時要援護者に適した設備等
を有している又は病院が近くにある避難所については、災害時要
援護者向けの避難所として指定

避難所のうち、ベッドがあるなど災害時要援護者に適した設備等
を有している又は病院が近くにある避難所については、災害時要
援護者向けの避難所として指定

災害時要援護者のうち、特別なケアが必要となる避難者のため、
施設等とあらかじめ応援協定を締結し、福祉協定避難施設として
指定

災害時要援護者のうち、特別なケアが必要となる避難者のため、
施設等とあらかじめ応援協定を締結し、福祉協定避難施設として
指定

避難所のうち、避難に時間がかかる災害時要援護者などのため、
災害による危険が高まる前に、早めに開設する避難所として指定

避難所のうち、避難に時間がかかる災害時要援護者などのため、
災害による危険が高まる前に、早めに開設する避難所として指定

福祉協定
避難施設
（３２ヶ所）

福祉協定
避難施設
（３２ヶ所）

早期開設する
避難所

（３４ヶ所）

早期開設する
避難所

（３４ヶ所）



ねたきり高齢者・重度障害者
岩国市災害時要援護者避難支援制度として、行政が主体となり登録制度を設立（Ｈ１８．６）

ねたきり高齢者・重度障害者

※常時ベッドでの生活が必要な
ため、災害時に介護関係施設等
への避難が必要となる人で登録
された人

福祉協定避難施設

※特別なケアを必要とする避
難者を受け入れるように、介護
関係施設等とあらかじめ応援
協定を締結している。

連絡 調整

避難準備情報・勧告・指示の発令避難準備情報・勧告・指示の発令

岩国市高齢障害課

①避難情報の伝達
②安否確認
③受入可能施設の調整
④移送車両の確保

①避難情報の伝達
②安否確認
③受入可能施設の調整
④移送車両の確保



ねたきり高齢者・重度障害者の名簿共有

ねたきり高齢者・重度障害者 福祉協定避難施設

連絡 調整

自主防災組織等岩国市消防団

岩国市高齢障害課

①避難情報の伝達
②安否確認
③緊急時の救助

①避難情報の伝達
②安否確認
③緊急時の救助

名簿を共有

訪
問

訪
問

①避難情報の伝達
②安否確認
③受入可能施設の調整
④移送車両の確保

①避難情報の伝達
②安否確認
③受入可能施設の調整
④移送車両の確保



自主防災組織が主体となる対策へ（１）

(1)ねたきり高齢者・重度障害者（約３００人）

(2)その他の高齢者・障害者（約４．６万人）

(3)病弱者・難病患者・傷病者（対象把握困難）

(4)妊産婦（約０．１万人）

(5)乳幼児・遺児（約０．５万人）

(6)外国人（約０．２万人）

(7)観光旅行者（対象把握困難）
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市内人口の１／３以上が災害時要援護者
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自主防災組織が主体となる対策へ（２）

自主防災組織が
未結成

自主防災組織が
結成済

自主防災組織結成
へ向けて促進

（ステップ１）
ねたきり高齢者・重度障
害者の名簿共有

（ステップ１）
ねたきり高齢者・重度障
害者の名簿共有

（ステップ２）
モデル地区としての取組
活動

（ステップ２）
モデル地区としての取組
活動



自主防災組織が主体となる対策へ（３）

●自主防災組織設立 → Ｈ１９．１２．１
●地区人口約５千人、地区世帯数約２千世帯となる、駅前商業地
区。自治会加入率５０％以下。

●自主防災組織設立 → Ｈ１９．１２．１
●地区人口約５千人、地区世帯数約２千世帯となる、駅前商業地
区。自治会加入率５０％以下。

●自主防災組織設立 → Ｈ１７．９．１５
●地区人口約１．５千人、地区世帯数約７００世帯となる、中山間
地区。６５歳以上の住民が１／３。

●自主防災組織設立 → Ｈ１７．９．１５
●地区人口約１．５千人、地区世帯数約７００世帯となる、中山間
地区。６５歳以上の住民が１／３。

●自主防災組織設立 → Ｈ１９．１２．２０
●地区人口約１．１万人、地区世帯数約5千世帯となる、市内最大

の住宅地区。３６自治会２９０班あり。

●自主防災組織設立 → Ｈ１９．１２．２０
●地区人口約１．１万人、地区世帯数約5千世帯となる、市内最大

の住宅地区。３６自治会２９０班あり。

北河内地区北河内地区

平田地区平田地区

麻里布地区麻里布地区


